
�愛媛県告示第１２３０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の規定に

より、次のとおり伊予消防等事務組合の規約の変更を許可した。

平成１８年８月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更事項

組合長等の選任方法の変更及び一部表現の改正等のため、所要

の変更を行う。

２ 規約変更年月日

平成１８年８月１６日

３ 規約変更許可年月日

平成１８年８月１６日
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�愛媛県告示第１２３１号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び砥部町役

場において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１８年８月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社二神組

松山市竹原二丁目１番１９号

代表取締役 二神 一誠

２ 事業場の名称及び所在地

川登トンネル建設工事作業所

伊予郡砥部町川登６９５

３ 特定施設に関する事項

４ 汚水等の処理施設に関する事項

沈殿槽

� 目 次 �
告 示

○ 一部事務組合の規約の変更許可…………………………………………７２５

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の許可

申請の概要…………………………………………………………………７２５

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（３件）………………………７２７

○ 大規模小売店舗の届出に係る市町等の意見の概要……………………７２８

○ 新たな土地改良事業の施行の関係書類の縦覧…………………………７２９

○ 町営土地改良事業の施行の同意…………………………………………７２９

○ 公有水面埋立工事のしゅん功認可………………………………………７２９

○ 開発行為に関する工事の完了……………………………………………７２９

公 告

○ 毒物劇物取扱者試験の合格者……………………………………………７３０

監 査 公 表

○ 監査結果に基づく措置の公表（３件）…………………………………７３０

選挙管理委員会告示

○ 吉田町土地改良区総代選挙の事務を管理する選挙管理委員会の指

定……………………………………………………………………………７３２

任 免 辞 令

○ 多田 英明外………………………………………………………………７３２

告 示

発 行 愛 媛 県

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号）別表第１第５５号 生コンクリー
ト製造業の用に供するバッチャープラン
ト

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２２．５立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，５００

最大 ３，０００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 ７．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０７５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２

最大 ２

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１５日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

毎週（火・金）曜日発行 第１７８９号 平成１８年８月２５日

平成１８年８月２５日金曜日 第１７８９号

愛 媛 県 報
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（参考）濁水処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 自然沈降

処 理 施 設 の 構 造 鋼板製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１．０メートル 横１．０メートル
高さ１．０メートル

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり１立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 自然沈降

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，５００

最大 ３，０００

通常 ２５０

最大 ３００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 ７．０

通常 ５．０

最大 ７．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０７５

最大 １．０

通常 ０．０７５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２

最大 ２

通常 ２

最大 ２

備考 汚水は、特定施設で再利用する。

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１５日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理及び化学処理

処 理 施 設 の 型 式 キレート処理、凝集沈澱及び水素イオン
濃度調整

処 理 施 設 の 構 造 鋼板製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１５．８メートル 横１６．３メートル
高さ５．４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり３０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 キレート処理、凝集沈澱及び水素イオン
濃度調整

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

通常 ６．５～８．５

最大 ６．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，５００

最大 ３，０００

通常 ２０

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 ７．０

通常 ５．０

最大 ７．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０７５

最大 １．０

通常 ０．０７５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６９

最大 １３３

通常 ６９

最大 １３３

備考 当該施設は、特定施設から発生する汚水以外の濁水の処理を行う。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５～８．５

最大 ６．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 ７．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０７５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９．５

最大 ７３．５

愛 媛 県 報平成１８年８月２５日 第１７８９号

７２６
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�愛媛県告示第１２３２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１８年８月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ古川 松山市古川北三丁目
１９番１４号

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社フジ、平岡
愛子 株式会社フジ 平成１７年

１２月３１日
平成１８年
８月１０日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

ヴェスタ高岡 松山市高岡町４３２－１ 大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社フジ、株式
会社メディコ・二十
一、竹本邦彦

株式会社フジ、株式
会社メディコ・二十
一、豊田結花

平成１８年
６月３０日
平成１８年
７月１３日

大規模小売店舗を設置する者
及び大規模小売店舗において
小売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

パルティ・フジ北条 松山市北条辻２２５－３ 大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社フジ、株式
会社メディコ・二十
一、松浦紀美恵

株式会社フジ、松浦
紀美恵

平成１５年
１１月１４日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

株式会社メディコ・
二十一
代表取締役
東日出男

株式会社メディコ・
二十一
代表取締役
土居浩治

平成１５年
５月１５日

大規模小売店舗を設置する者
及び大規模小売店舗において
小売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２３３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松前町役場において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１８年８月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

愛 媛 県 報平成１８年８月２５日 第１７８９号

７２７
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大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ヴェスタ松前 伊予郡松前町西古泉
１－１ 大規模小売店舗を設置する者

及び大規模小売店舗において
小売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

平成１８年
８月１０日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松前町役場において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２３４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び八幡浜地方局産業経済部商工労政課並びに内子町役場において告示の日から４

月間縦覧に供する。

平成１８年８月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ヴェスタ内子 喜多郡内子町甲１１９－
１１ 大規模小売店舗を設置する者

及び大規模小売店舗において
小売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

平成１８年
８月１０日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び八幡浜地方局産業経済部商工

労政課並びに内子町役場において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２３５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第８条第１項の規定により市町から聴取した意見及び同条第２項の

規定により述べられた意見の概要は、次のとおりである。

これらの意見は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労政課並びに西条市役所において告示の日から

１月間縦覧に供する。

平成１８年８月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第１２３６号
新居浜市吉岡泉土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良

事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・榎藪地区）の施

行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次

のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年８月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

榎藪地区）計画書の写し

� 新居浜市吉岡泉土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年８月２８日から９月２５日まで

３ 縦覧場所

新居浜市役所

�������
�愛媛県告示第１２３７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、愛南町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・樫床２地区）の施行に平成１８年８月１１

日同意した。

平成１８年８月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１２３８号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、松山市役所において告

示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成１８年８月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

松山市

松山市二番町四丁目７番地２

代表者 松山市長 中村 時広

松山市岩崎町一丁目７番７号

２ 埋立区域

� 位置

松山市饒甲２２０番２から同甲９６４番までの地先公有水面

� 区域

次の１点と２点を結ぶ平成１３年２月２８日付け愛媛県指令港第

４４号の免許に係る埋立の埋立区域と公有水面との接する線（Ｃ

．Ｄ．Ｌ．＋３．５５メートルより決定）、２点から１７点までを順

次直線で結んだ線並びに１７点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮

位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋３．５５メートル）の陸と公有水面との接する

線により囲まれた区域

基点（松山市饒甲２１３番地先の堤内の金属鋲）は、北緯３３度

５９分０９秒、東経１３２度３６分２２秒の地点

１点は、基点から真北２１度０７分３６秒９２．２８メートルの地点

２点は、１点から真北２９０度３８分３４秒９．２９メートルの地点

３点は、２点から真北２０度３８分３４秒５．８０メートルの地点

４点は、３点から真北１１０度３８分３４秒０．５３メートルの地点

５点は、４点から真北２０度３８分３４秒３０．９０メートルの地点

６点は、５点から真北１１０度３８分３４秒０．０５メートルの地点

７点は、６点から真北２０度３８分３４秒０．５０メートルの地点

８点は、７点から真北１１０度３８分３４秒０．２２メートルの地点

９点は、８点から真北２０度３８分３４秒４．００メートルの地点

１０点は、９点から真北２９０度３８分３４秒０．２２メートルの地点

１１点は、１０点から真北２０度３８分３４秒２０．９０メートルの地点

１２点は、１１点から真北２９０度３８分３４秒０．５８メートルの地点

１３点は、１２点から真北２０度３８分３４秒７．２０メートルの地点

１４点は、１３点から真北１１０度３８分３４秒０．８０メートルの地点

１５点は、１４点から真北２０度３８分３４秒４．００メートルの地点

１６点は、１５点から真北２９０度３８分３４秒０．８０メートルの地点

１７点は、１６点から真北２０度３８分３４秒２．３４メートルの地点

� 面積

８５９．３９平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１５年１０月２７日 愛媛県指令１５港第２４号

４ しゅん功認可年月日

平成１８年８月２５日

�愛媛県告示第１２３９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１８年８月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所在地
法第８条第１項の規定により市町から聴
取した意見の概要

法第８条第２項の規定により述べられた
意見の概要

マルヨシセンター西条店 西条市喜多川土居部３９４番地
外

夜間における規制基準を上回る地点については
騒音低減及び防止対策を徹底すること。

生活環境保持の見地からの意見はなし。

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１８松局建（開）第２３号

平成１８年８月１１日
東温市見奈良字廣見４２８番３

松山市南江戸五丁目２番２３号

三 村 栄 一
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公 告

監 査 公 表

�公 告

毒物劇物取扱者試験の合格者について

平成１８年８月３日に実施した毒物劇物取扱者試験の合格者は、次

のとおりである。

平成１８年８月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

一般

受験番号 受験番号 受験番号 受験番号

１ ２ １８ １９

２０ ２２ ２３ ２４

２６ ２７ ３１ ３２

３３ ３８ ４１ ４４

５８ ６７

農業用品目

受験番号 受験番号 受験番号 受験番号

６ ８ ９ ２３

３０ ３６ ３９ ４４

４５ ４６ ４９ ５０

５５ ５６ ５７ ５８

６９ ７４ ７６ ８２

８３ ８５ ８７ ９０

９１ ９３ ９６ ９７

９８ ９９ １００ １０８

１０９ １２０ １２１ １２５

１３５ １３７ １４７ １６７

１７０ １７１ １７４ １８２

１８７ １８９ １９０ １９１

１９２ １９８ ２０２ ２０４

２１３ ２１５ ２１７ ２２１

�公表第２５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成１８年８月２５日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

１８松局建（開）第２４号

平成１８年８月１１日

東温市南方字町裏５９５番５、５９５番１８、５９６番４、５９６番５、５９７番、５９７番南農

道及び５９７番南水路

東温市則之内甲６２３番地３

宮 脇 政 明

１８松局建（開）第２５号

平成１８年８月１４日
伊予市宮下字北谷１９８０番３

松山市朝生田町七丁目１１番１９号

森 脇 貢 好

森 脇 久 美 子

１８松局建（開）第２６号

平成１８年８月１４日
伊予市稲荷字地中甲１３６９番１、甲１３７１番５及び甲１３７２番１

松山市北梅本町３３３５番地の１

奥 村 洋 二

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

宇 和 島 地 方 局 建 設 部 平成１７年７月２９日

松 山 地 方 局 産 業 経 済 部 平成１７年９月７日

松 山 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成１７年９月８日

松 山 地 方 局 建 設 部 〃

八 幡 浜 地 方 局 建 設 部 平成１７年９月１３日

八 幡 浜 地 方 局 大 洲 土 木 事 務 所 〃

（監査の結果）

１ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理について

もなお一層の努力が望まれる。

（松山地方局健康福祉環境部）

（八幡浜地方局健康福祉環境部）

２ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）については、適切な債権管理

が望まれる。

（宇和島地方局建設部）

（松山地方局産業経済部）

（松山地方局建設部）

３ 延滞利息（工事請負契約に伴うもの。）については、適切な債権管

理が望まれる。

（八幡浜地方局大洲土木事務所）

４ 県営住宅貸付料については、適期収入に留意するとともに滞納繰越

分の整理についても一層の努力が望まれる。

（宇和島地方局建設部）

（松山地方局建設部）

愛 媛 県 報平成１８年８月２５日 第１７８９号
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５ 県営住宅貸付料については、適期収入に留意するとともに滞納繰越

分の整理についてもなお一層の努力が望まれる。

（八幡浜地方局建設部）

６ 港湾施設の占用許可に留意を要するものが認められた。

（八幡浜地方局建設部）

（措置の内容）

１ 松山、八幡浜各地方局健康福祉環境部

� 松山地方局健康福祉環境部

母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還

金については、資金の貸付申請時において、母子自立支援員と連携

して、制度の説明と適正な償還計画の指導、貸付決定時における連

帯保証人への貸付決定通知を行うほか、償還開始直前には借主に償

還が始まる旨を通知するなど適期収入に努めるとともに、納付がな

かった者に対しては、督促状の発送、借主若しくは連帯保証人への

電話や訪問による督促を行うなど償還指導に努めた。

しかしながら、借主の疾病等により、生活に困窮し償還できない

者が多く、平成１７年度末時点の償還未済額は５，５７０，４３５円となった。

なお、前年度からの滞納繰越額５，２７４，７８４円に対し、償還額３６５

，１６６円（償還率６．９％）となっており、滞納者２１名中２名が完済、８

名から一部納入を得ることができた。

この貸付金償還金は、本特別会計における貸付金の財源であるこ

とから、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により

滞納繰越分の整理など収入の確保に努めたい。

� 八幡浜地方局健康福祉環境部

母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還

金については、資金の貸付申請時に制度の十分な説明と適正な償還

計画の指導を行うとともに、償還が開始される時には、期限内納付

をするよう改めて通知するほか、償還が滞った場合には、

� 借主に対しては、償還の督促を行うかたわら、遅延理由を十分

に聴取し、必要に応じ、借主が現実に返済可能となる償還計画の

見直しを行い、金額の多寡にかかわらず償還の実績をあげるよう

指導する。

� 連帯保証人に対しては、当面の措置として、借主に対する返済

の働きかけをさせるとともに、可能な範囲での支援を要請する。

などの措置を講じ、適期収入に努めた。

その結果、現年度償還金については、ほぼ前年度並みの９２．２％の

償還率であったが、前年度からの滞納分については、４，６６８，０９８円の

調定額に対し、４２８，５１３円の償還、償還率９．２％（対前年＋０．６ポイ

ント）となり、滞納者２５名中５名が償還済みとなったほか、１０名か

らは一部納入を得ることができた。

しかしながら、近年の景気の低迷による就職困難や疾病等により

生活に困窮した者、多重債務となった者など償還困難者が多く、償

還未済額は５，５３７，３４７円となった。今後は更に借主、連帯保証人に対

し、償還指導を強化していきたい。

この貸付金償還金が、新規貸付申込者の財源となることを十分に

自覚し、今後とも借主の生活状況に応じた適切な償還指導により収

入の確保に努めたい。

２ 宇和島地方局建設部、松山地方局産業経済部、松山地方局建設部

� 宇和島地方局建設部

平成１２年度に発生した違約金については、平成１４年４月２７日に債

務者に対し納入督促を行い、時効中断の措置を講じた。

しかしながら、当該債務者に係る財産は皆無の状況であることか

ら、今後は、債権回収の可能性を探るとともに、不納欠損処分の可

否についても検討したい。

� 松山地方局産業経済部

Ａ社の違約金については、平成１５年２月７日、同社が破産宣告を

受けたため、平成１５年２月２５日に「債権届出書」を松山地方裁判所

に提出した。現在、破産者の資産の所有権をめぐり債権者と管財人

の間で、係争中（平成１８年６月６日現在までに口頭弁論等を２４回行

っている。）であるので、結審を待って債権回収に努めたい。

� 松山地方局建設部

Ａ社の違約金については、平成１５年２月７日、同社が破産宣告を

受けたため、平成１５年３月５日に「債権届出書」を松山地方裁判所

に提出した。現在、破産者の資産の所有権をめぐり債権者と管財人

の間で、係争中であり、平成１８年６月６日現在、口頭弁論が２４回行

われているが、結審には至っていない。

本年４月、松山地方裁判所が和解勧告案を提示したが、双方が拒

否しているため、結審の見通しはついていない。結審を待って債権

回収に努めたい。

３ 八幡浜地方局大洲土木事務所

債務者が転居し行方不明のため、現在行方を調査中である。所在を

確認次第、督促等を行うこととしたい。

４ 宇和島、松山各地方局建設部

� 宇和島地方局建設部

平成１６年度末時点における県営住宅貸付料滞納分（１０名、８７９，９

００円）については、滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、呼出

し、訪問指導等を行い未収金の徴収に努めた結果、平成１７年度にお

いて１０名７９７，３００円の納付があった。

今後とも住宅貸付料の適期収入に留意するとともに、滞納繰越分

については収入の確保に努めたい。

� 松山地方局建設部

平成１６年度末時点における県営住宅貸付料滞納分（４５９名、６２，３

５２，７２０円）については、愛媛県県営住宅家賃滞納整理要領に基づき、

滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、呼出し、戸別訪問等を行

う等、積極的に納付指導を行うとともに、特に悪質滞納者に対して

は、２２名に対し明渡請求を行い滞納の解消に努めた結果、平成１７年

度中に２５０名１７，３００，３４０円の納付があった。

また退去者のうち、行方不明者で、保証人も死亡等により不存在

となり時効が完成した２７名（３，７２２，７００円）については、不納欠損処

分を行った。

今後とも住宅貸付料の適期収入に留意するとともに、滞納繰越分

についても収入の確保に努めたい。

５ 八幡浜地方局建設部

平成１６年度末時点における県営住宅貸付料滞納分（４名、１，５６９，９

３３円）については、滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、呼出し、

戸別訪問等を行い、未収金の徴収に努めた結果、平成１７年度において

１名２３７，２００円の納付があった。

今後とも住宅貸付料の適期収入に留意するとともに、滞納繰越分に

ついても収入の確保に努めたい。

６ 八幡浜地方局建設部

三崎港において昭和４５年に旧三崎町が建設した建物は、「旅客待合

室及び港務所等管理事務所」として県が町へ占用を許可していた。し

かし、当該建物が三崎港フェリー乗り場前の国道１９７号拡幅工事の支

障物件となったため、平成１５年度に調査を行ったところ、平成元年８

月１日付けで町が県に無断で建物を三崎町商工会へ売却していた事実

が判明した。

さらに、この所有権移転の時期には、建物は、既に「旅客待合室及

び港務所等管理事務所」ではなく、商工会事務所として目的外使用さ

れていたとみられることから、地方局では、こうした不法占用状態の

解消を図るため、平成１７年６月以降、許可を与えている伊方町（旧三

崎町）に対し、話し合いによって三崎町商工会を円満に退去させるよ

う求めてきたが、町と商工会の話し合いは移転先や費用の補償を巡り

難航している。

今後は、道路事業の工程（平成１９年度完成予定）の関係もあり、早

期に解決を図るよう働きかけを強めたい。

また、こういった事態が発生しないよう、今後は、定期、随時のパ
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選挙管理委員会告示

任 免 辞 令

�������
�公表第２６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成１８年８月２５日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

�������
�公表第２７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

愛媛県知事から措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公

表する。

平成１８年８月２５日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

�愛媛県選挙管理委員会告示第２７号
平成１８年１０月２９日任期満了に伴う吉田町土地改良区総代選挙につ

いて、その事務を管理する選挙管理委員会を次のとおり指定する。

平成１８年８月２５日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

宇和島市選挙管理委員会

�任免辞令
７月３１日

愛媛県技術吏員 多 田 英 明

願により本職を免ずる

退職手当は支給しない（愛媛県職員退職手当条例第１４条）

８月１日

村 上 慶 裕

愛媛県技術吏員に任命する

行政職６級を命ずる

土木課道路都市局建築住宅課長を命ずる

� 田 翔

愛媛県事務吏員に任命する

行政職２級を命ずる

主事を命ずる

総務部新行政推進局市町振興課勤務を命ずる

ートロールにより不法占用状態の早期発見に努め、早期指導を徹底し

たい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

医 療 技 術 大 学
（医療技術短期大学を含む。） 平成１８年５月２４日

（監査の結果）

授業料については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 分 滞納繰越分 計

１７年度 １，０３８，０００ ４０５，３００ １，４４３，３００

平成１７年１２月
３１日現在（対
前年同月比）

１６年度 ３，８１４，８００ ４０５，３００ ４，２２０，１００

差引増減 △２，７７６，８００ ０ △２，７７６，８００

（措置の内容）

予備監査時点での収入未済額のうち平成１７年度現年分については、本

人への面談及び電話等での催告により、平成１８年３月２０日に全額納入済

となっている。

滞納繰越分（平成１４年度：１件１２０，９００円、平成１５年度：２件２８４，４

００円）については、電話及び文書による催告を本人及び保証人に対し行

っているが納入に至っていないことから、今後とも引き続き催告を行っ

ていきたい。

監 査 対 象 団 体 監 査 年 月 日

大 洲 商 工 会 議 所 平成１７年１０月４日

（監査の結果）

平成１６年度小規模事業指導費補助金について、扶養親族数の誤りによ

る補助対象経費（職員１名の扶養手当等）の算定誤りにより、補助金７３

，１５０円が過大に交付されていた。 （大洲商工会議所）

（措置の内容）

過払いとなった補助金７３，１５０円については、相当分の補助金額を減額、

確定した上で、大洲商工会議所から平成１７年１１月７日に返還され、同会

議所に対し、同様の誤りを繰り返さないよう口頭で指導を行った。

また、平成１８年度に実施する商工会等指導監査において、手当認定手

続きを重点監査項目とし、再発防止を図ることとしている。

平成１８年８月２５日 発行
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